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は し が き

本報告書は、金融法務研究会第 2分科会における平成 26 年度の研究の内容を取りまとめ
たものである。
金融法務研究会は、平成 2年 10 月の発足以来、最初のテーマとして、各国の銀行取引約
款の検討を取りあげ、その成果を平成 8年 2月に「各国銀行取引約款の検討―そのⅠ・各種
約款の内容と解説」として、また平成 11 年 3 月に、「各国銀行取引約款の比較―各国銀行取
引約款の検討　そのⅡ」として発表した。平成 11 年 1 月以降は、金融法務研究会を第 1分
科会と第 2分科会とに分けて研究を続けている。
第 2分科会で取りあげたテーマは、巻末の報告書一覧のとおりであるが、平成 26 年度は

「金融商品・サービスの提供、IT技術の進展等による金融機関の責任範囲を巡る諸問題」を
テーマとして取りあげ、その研究成果を本報告書に取りまとめた。
本報告書においては、第 1章で「個人向けのインターネット・バンキング・サービスにお
ける不正送金に係る金融機関の責任範囲─ソフトローおよび裁判事例を踏まえて」（沖野眞
巳担当）、第 2章で「欧米におけるインターネット・バンキングの無権限取引に関する金融
機関の責任範囲」（加毛明担当）、第 3章で「金融商品の取引における金融機関の説明義務―
最近の裁判例を素材にして―」（山田誠一担当）、第 4章で「日証協ガイドラインを踏まえた
高齢者に対する投資商品販売と適合性の原則」（山下純司担当）、第 5章で「消費者裁判手続
特例法による金融実務への影響～手続法の観点から～」（松下淳一担当）、第 6章で「消費者
裁判手続特例法の共通義務確認の訴えの対象」（中田裕康担当）を取りあげている。
このうち第 1章においては、個人向けのインターネット・バンキング・サービスにおける
不正送金・不正払戻の場合の金融機関の責任範囲について、いわゆるソフトローおよび裁判
事例を踏まえたうえで考察する。第 2章においては、インターネット・バンキングの無権限
取引に関する金融機関の責任範囲について、アメリカ法およびドイツ法の立法ならびに議論
状況を紹介する。第 3章においては、変額保険取引に関する判例および金利スワップ取引に
関する判例を取りあげながら、金融商品の取引における金融機関の説明義務等の問題を検討
する。第 4章においては、高齢者に対する投資商品の販売について、日本証券業協会の「高
齢顧客への勧誘による販売に係るガイドライン」の内容を、適合性原則等の違法勧誘の判断
基準との関係も踏まえ、考察する。第 5章においては、消費者の財産的被害の集団的な回復
のための民事の裁判手続の特例に関する法律（以下「消費者裁判手続特例法」という。）の
手続を概観したうえで、手続法の観点から事業者側の留意点を検討する。第 6章において
は、消費者裁判手続特例法第3条所定の「共通義務確認の訴え」の対象範囲について検討する。
本報告書が銀行実務家をはじめ、各方面の方々のお役に立つことができれば幸いである。
なお、本研究会には、銀行の法務分野から実務を担当する方にオブザーバーとしてご参加
いただいている。また、事務局を全国銀行協会業務部にお願いしている。
最後に、同分科会においては、平成 28 年度には「民法（債権関係）改正に伴う金融実務
における法的課題（その 2）」をテーマとして取りあげ、研究を続けている。
� 平成 29 年 3 月
� 金融法務研究会座長　　
� 岩　原　紳　作
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